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はじめに                                      

遠隔診療は、居住地域に適切な医療施設が不足しているときや、加齢や障害により通院困

難な患者にとって、医療へのアクセスを容易にする。本邦では、長く対面診療が基本とさ

れてきたが、近年身体疾患を中心に導入されつつある[1]。いっぽう精神疾患領域では、診

断精度や向精神薬(多くが麻薬・劇薬に相当)処方などの問題があり、極めて限定的な扱いで

あった[1,2]。昨今の COVID19 流行下において、電話による再診と向精神薬処方が、緊急

mailto:adacchan@tky2.3web.ne.jp


 2 

措置的に認められた[3]。 

日本精神神経科診療所協会（日精診）では、これまで学術大会シンポジウム[4]や日精診

誌の企画[1,5-7]などにおいて多くの議論を行ってきた。上述したように医療の利便性は向上

するものの[6]、他方多くのリスクもある[7])。世界的に見てもオンラインによる精神疾患診

療の評価は定まっておらず、エビデンスが十分でないことが指摘されている[8,9]。本邦で

は、これまでの議論の多くは、行政・大学・学会などトップダウンで進められてきた[5,6]。

いっぽう街の精神科外来で実地診療にあたる医師の意見は、極めて限られている。 

今般、日精診では、全会員を対象に精神科外来オンライン診療に関する意見を緊急調査

したので報告する。            

 

対象と方法                                      

2022 年 11 月時点の日精診全会員 1600 名を対象として、ファクシミリで以下に示したオン

ライン診療に関する調査票への回答を依頼した。その後 2 週間で、584 例（36.5％）の回答

を得た。 

質問票は、下記の項目を含んでいる（図）：1）診療所特性（2022 年 11 月現在の精神科

診療状況）：所在地（都・道・府・県）、会員年齢、開業年数、1 日当たり勤務医師数、１日

当たりの平均外来患者数、訪問診療の経験、2) 精神科遠隔診療の経験：新型コロナ下の電

話再診(147 点)の実施、電話再診でのトラブルの有無とトラブルの概要。機器を用いたオン

ライン診療の実施、オンライン診療でのトラブルの有無とトラブルの概要、3）オンライン

精神療法あるいは精神科管理要件：自院での実施予定と実施規模、オンライン精神療法実

施医師の条件、適正と思われる診察費用、オンライン診療システム導入費用、4）オンライ

ン対象疾患・患者特性：オンライン精神療法対象患者の要件、対象患者居住範囲、初診時

投薬の可否、通院（対面診療）の必要性、5）期待される治療効果と予測される危険性：治

療効果、自傷他害など危機介入の困難、向精神薬不適正管理（なりすまし・複数施設受診・

転売など）の可能性、医療事故・訴訟発生可能性、6)その他の要望意見（自由記載）。 

 回答は、数値データは範囲と平均値、例数と有効回答数に対する割合を示した。 

 

結果                                        

1）回答者の属性：日精診会員医師 584 例、年齢 36-88 歳（平均 61.2 歳）であった。診療

所所在地は、山梨、三重、鳥取を除く全国 44 都道府県であり、北海道東北 52 施設、関東

甲信越 185 施設、東海北陸 56 施設、近畿 156 施設、中国 50 施設、四国 12 施設、九州沖

縄 71 施設であった。開業年数 0-52 年（平均 18.2 年）。1 施設当たり、1 日平均 1.4 名の精

神科医が勤務し、1 日約 49.0 例の外来患者が受診していた。251 施設（43.3%）でなんらか

の訪問診療を実施しており、うち 52 施設（9.0％）はかなり頻回に行っていた。 

2) 精神科遠隔診療の経験：新型コロナ流行下の電話再診(147 点)は 436 施設(74.9%)で実施

されており、うち 132 施設(22.7%)で比較的頻回に行われていた。電話再診でのトラブルは

434 施設中 80 施設(18.3%)で発生し、5 施設(1.1%)では頻回に生じていた。 
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さらに、機器を用いたオンライン診療は 80 施設(13.7%)で実施されており、うち 13 施設

(2.2%)では頻回に行われていた。オンライン実施 80 施設中 29 施設(36.3%)でなんらかのト

ラブルが発生した。 

3）オンライン精神療法： 141 施設(24.4%)でオンラインシステム導入済または導入予定が

あった。131 施設(22.7%)では少数例に限定的実施とされ、多数の対象を想定しているのは

10 施設(1.7%)であった。 

オンライン精神療法算定可能医師の条件は、表のように考えられた。重複選択されてお

り、各条件でまとめると無制限が 19 例（3.3%）、精神科標榜が 176 例（30.8％）、精神科主

標榜が 217 例（37.8％）、精神保健法指定医（指定医）322 例（56.3％）、精神神経学会専門

医（専門医）350 例（61.2％）だった。ちなみに指定医あるいは認定医いずれかを持つこと

を条件としたのは 418 名（73.1％）だった。精神科主標榜施設、専門医、指定医いずれか

を条件にすると 490 名（85.7％）だった。 

またオンライン精神療法の適正費用は、コロナ特別措置の 147 点程度が 39 例（7.1％）、

通院在宅精神療法（通精）330 点の 90％以下 94 例（17.2%）、通精同等 291 例（53.3％）、

通精 330 点の 110％以上 122 例（22.3%）と考えられていた。 

またオンライン診療システム構築に要する費用は、なし55例(9.7%)、不明198 例(34.9%)、

あり 314 例(55.4%)であった。費用ありのうち、少額で導入可能が 146 例(25.7%)、導入に

多額を要するものが 168 例(29.6%)だった。 

4）オンライン療法の対象となる患者：非精神疾患のみ 77 例（13.7％）、精神疾患再来患者

で軽症例・安定例 391 例（69.3％）、精神疾患再来患者全例 57 例（10.1％）、初診も含む精

神疾患全患者 39 例（6.9％）であった。 

対象患者の居住地は、同一市町村または通院可能圏が 316 例（56.3％）、同一都道府県内

または通院可能圏 104 例（18.5％）、全国無制限 141 例（25.1％）だった。 

また初診時の投薬について、原則不可が 377 例（67.1％）、身体薬のみ可で向精神薬不可

が 76 例（13.5％）、向精神薬も可が 109 例（19.4％）だった。 

通院し対面診療に必要な頻度は、3 カ月に 1 回以上 396 例（72.1％）、半年に 1 回以上 80

例（14.6%）、1 年に 1 回以上が 14 例（2.6％）、通院の必要なしが 59 例（10.7％）だった。 

5）オンライン精神療法による治療効果：効果なし・不明が 181 例（31.7%）、現行の通精

以下 287 例（49.7％）、通精同等 96 例（16.6％）、通精以上 13 例（2.3％）だった。 

危機介入の困難性について、なし 19 例（3.3％）・不明が 147 例（25.4％）、あり 198 例

（34.3％）、大いにあり 214 例（37.0％）だった。 

また向精神薬不正取得などの可能性は、なし 29 例（5.0％）、不明が 95 例（16.4％）、あ

り 221 例（38.1％）、大いにあり 235 例（40.5％）だった。 

医療事故や訴訟発生の可能性は、なし・不明が168例（29.1%）、現行の診療以下7例（1.2％）、

現状同等 119 例（20.6％）、現状以上 284 例（49.1％）だった。 
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考察                                        

オンライン精神科治療に関し、本邦の精神科診療所の実情と外来精神科医のオンライン

診療についての多くの意見を得た。これまで外来精神科医によるオンライン診療へのまと

まった意見は少ない。後述した調査の限界はあるが、日精診は本邦の外来精神疾患患者診

療に携わる最大の団体であり[10]、その 4 割近い会員の回答は、精神科外来診療の実情を反

映する貴重な情報と考えられる。 

 

新型コロナウイルス流行下の緊急措置として 75%の診療所で電話再診を行っており、

23%の施設では比較的頻回に実施されていた。これまでの日精診の調査[11,12]よりも実施

頻度は増えており、コロナ感染拡大や長期化により実施せざるを得なかったことが窺われ

る。ただし電話再診による技術料 147 点はあきらかに不採算であり[6]、さらに通院減によ

る外来収入減が指摘されている[11]。いっぽう画像などを用いた正規のオンライン診療導入

施設は、13.7%に留まっていた。これは、厚労省による全科対象のオンライン普及率[13]よ

りも低く、依然として限定的である。精神科外来において、医療供給側、患者側双方にと

って、困難が大きいことが窺われる。 

 

オンライン診療体制は、導入済施設に加え、今後導入予定の施設を含めると、全体の 4

分の 1 程度が検討していたが、その多くは限定的な運用を想定していた。現在、多くの診

療所では 1 日 50 人前後の通院患者の診療をしており、新たなシステム導入の時間的余裕が

ないことが考えられる。さらに多額の導入費用や、外来担当医の平均年齢 60 歳超の高齢化

といった課題もある。こうした状況のもとで、かりにオンライン精神療法が導入されると、

従前の外来精神医療体制外からの精神医療参入が想定される。この場合、外来精神科医療

がより商業化され、大きな混乱が生じかねない[7]。 

 

 オンライン精神療法実施の医療側条件には、多様な意見がある。最も多い意見は精神神

経学会専門医あるいは精神保健法指定医を条件とするものであり、全体の 7 割以上が選択

した。日精診会員はいずれも長い診療経験を持ち、専門医・指定医保有率がそれぞれ 90%

程度であることを反映していると考えられる。またこれらに加えて精神科主標榜施設を含

めると、全体の 85%ほどになった。いずれにしても精神科医としてのそれなりの臨床経験

が必要とされることは、外来精神医療を担う医師のコンセンサスである。また適正と考え

られる技術料は、通精同等が 50％強で最も多く、通精以上を想定する 2 割も含めると、約

7 割が通精並あるいはそれ以上が適正と考えている。診察における技術料に加え、システム

導入や維持管理費用などが必要と思われる。 

 

 オンライン精神療法の対象患者は、精神疾患再来患者で軽症例・安定例に限ることが最

も適当と考えられた。初診から精神科診察可能と考えていたのは、全体の 7％弱に過ぎない。
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これは後述する診断や治療のリスクによるところが大きい。さらに通院による対面診療は 3

カ月に 1 回程度必要と考えられていた。遠隔診療では、診察のキャンセル比率が増えるこ

とが指摘されている[14]。そのため居住地も当該診療所通院可能圏内とする意見が多かった。 

 

 オンライン精神療法の治療効果は、通常の対面診療と同等あるいはより効果的と考えて

いるのは 2 割弱に過ぎず、残る 8 割は効果が期待できないあるいは不明とした。これまで

のところ遠隔診療では、一般の治験などで求められる水準の治療効果は報告されていない

[9]。診断精度が不十分なことや、医師患者関係が深まらないことも指摘されている[8,9]。

さらに自殺や自傷、暴力の兆候があっても、危機介入が迅速に行えない[8,9]。患者は、自

分の意に沿わない指導や助言に対し、あたかもテレビのチャンネルを変えるかのように一

方的にアクセス遮断できる。さらに向精神薬の乱用あるいは転売を目的に、多施設受診や

なりすましなどが容易となる虞がある[8]。詐病など不正な受診を見抜くのは、対面であっ

ても多くの困難を伴うが、オンラインではその難度は著しく上昇する。また、意思疎通の

困難や自殺などの事故が発生すると、医療訴訟に繋がりやすいことも危惧されている[8]。

いっぽうあまり警戒が強くなると、医師患者間の信頼感が醸成しにくくなり、治療効果も

減衰する。 

 

本調査の限界として、いくつかの問題点がある。まず調査対象者は、依頼に応じて自発的・

積極的に参加している。この場合、中庸的な意見よりも、肯定的あるいは否定的な意見が

強まり、より偏った結果になる可能性がある。現在オンライン診療を実施している施設は

少ないため、本調査で得られた意見が必ずしも現実に即していないことも考えられる。い

っぽう実施施設は積極的な推進派である可能性が高く、その意見も偏りやすい。また本調

査で用いた質問紙の項目は独自に設定されており、信頼性、妥当性などは十分検討されて

いない。 

 

まとめ 

全国の日精診会員 584 名から、オンラインによる精神科外来治療の現況と意見を得た。新

型コロナ流行下の電話再診は 75%で実施されていたが、オンライン診療導入施設は全体の

13％と限定的であった。オンライン精神療法の要件として、精神科主標榜施設で、精神保

健指定医あるいは精神神経学会認定医が実施することが望ましい。通精同等あるいはそれ

以上の技術料が適正であり、システム導入には相当の費用を要することが挙げられた。オ

ンライン精神療法の対象患者は、再来の軽症あるいは安定例が適当であり、当該施設通院

圏内に居住し、3 か月に一回程度の対面診療を受ける必要があると考えられた。オンライン

精神療法の効果は、通常の精神療法に及ばないと考えられた。さらに自殺や暴力などの危

機介入に困難があり、向精神薬の不正取得、医療事故や訴訟発生の危険も高いことが危惧

された。今後、更なる検討が必要と思われる。 
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図１ 調査票   

 

診療所名： 

 

１．診療所特性 (202２年 1１月現在)                                              

1)所在地         都・道・府・県   2)会員年齢     歳  3)開業年数      年 

4)勤務医師人数（含非常勤：人/日） 1. 1 名まで 2. 2 名まで 3. 3 名まで 4. ３名以上 

5)１日平均患者数（人/日）         1. 1-20  2. 21-40 3. 41-60 4. 61-80 5. 81 以上 

6 訪問診療の経験                   0.  なし   1. あり（少し）  2.  あり（頻回） 

 

2. 精神科遠隔診療の経験                                            

1) コロナ時の電話再診(147 点)の経験  0.  なし   1. あり（少し）  2.  あり（頻回）   

2) 電話再診でのトラブルの有無      0.  なし   1. あり（少し）  2.  あり（頻回）  

3）電話再診トラブルの具体例                                        

                                                                        

4) 機器を用いたオンライン診療の経験   0.  なし   1. あり（少し）  2.  あり（頻回） 

5) オンライン診療でのトラブルの有無   0.  なし   1. あり（少し）  2.  あり（頻回）  

6) オンライン診療でのトラブルの具体例                                        

                                                               

 

3．オンライン精神療法あるいは精神科管理要件の意見                                               

1) 自院での実施予定            0.  なし 1. あり（制限・少数例）  3. あり（無制限） 

2) 精神科医の条件（複数選択可）      0．なし 1．精神科標榜 2. 精神科主標榜 3. 指定医 4. 専門医 

3) 適正診察費用        0.  電話再診 1. 通精以下(90%以下)  2. 通精同等  3. 通精以上(110%以上) 

4) オンライン診療体制への導入費用    0.  不要 1. 不明   2. 必要（低額） 3．必要（高額） 

 

４．オンライン対象疾患・患者特性についての意見                                                    

1) オンライン診療対象    0.  非精神疾患 1. 精神疾患の再来軽症・安定例  ２．再来全例 3. 初診含む全例 

2) 対象患者居住地    0.   同一市町村あるいは通院可能圏内 1. 都道府県内  ２． 全国・無制限 

3) 初診時投薬の可否   0.  初診での投薬不可 1. 身体薬のみ可・向精神薬不可  ２．向精神薬も可 

4)  通院の必要性     0.   3 か月に一回 1.  半年に一回  ２．1 年に一回 3. 制限なし 

 

５．期待される治療効果と危険性の意見                                            

1) 治療効果              0.  なし・わからない  1.  現状以下  2. 現状同等   3. 現状以上 

2)  危機介入（自傷他害など）の困難      0.  なし 1. わからない  ２．あり 3．多いにあり      

3) 向精神薬不適正管理の可能性        0.  なし 1. わからない  ２．あり 3．多いにあり 

（なりすまし・複数施設受診・転売など）   

4) 医療事故・訴訟発生可能性      0.  なし・わからない  1.  現状以下  2. 現状同等   3. 現状以上 

   

６、要望意見（自由記載）                                        
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表 オンライン精神療法実施に望ましい要件 

 

 なし 精神科標榜 精神科主標榜 保健法指定医 学会専門医 

なし (n=19) 19     

標榜 (n=63)  63    

主標榜 (n=66)   66   

指定医 (n=36)    36  

専門医 (n=48)     48 

標榜/主標榜 (n=6)  6 6   

標榜/指定医 (n=21)  21  21  

標榜/専門医 (n=17)  17   17 

主標榜/指定医 (n=6)   6 6  

主標榜/専門医 (n=28)   28  28 

指定医/専門医 (n=108)    108 108 

標榜/主標榜/指定医 (n=5)  5 5 5  

標榜/主標榜/専門医 (n=3)  3 3  3 

標榜/指定医/専門医 (n=43)  43  43 43 

主標榜/指定医/専門医 (n=85)   85 85 85 

標榜/主標榜/指定医/専門医 (n=18)  18 18 18 18 

回答数 572 19 

3.3% 

176 

30.6% 

217 

38.1% 

322 

56.3% 

350 

61.2% 
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